
医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議
報告書について

資料１－２



○ 有識者会議における検討
・ＮＤＢ及び介護ＤＢ情報等の連結解析基盤に関して、法的・

技術的な論点について整理するため、有識者会議で検討。
※ＮＤＢ、介護ＤＢの双方に精通した有識者等により構成。
＜有識者会議における主な検討事項＞

（１）個人情報保護法制等との関係
（２）データの収集・利用目的、対象範囲
（３）第三者提供（４）費用負担（５）実施体制
（６）技術面の課題（セキュリティの確保等を含む。）
（７）その他

○ 検討経緯
・4月 19日 医療保険部会開催
・5月 16日 第１回有識者会議開催
・5月 30日 第２回
・6月 14日 第３回
・6月 28日 第４回
・7月 12日 第５回
・7月 19日 「議論の整理-ＮＤＢと介護ＤＢの連結解析について-」

を取りまとめ、医療保険部会、介護保険部会に報告。
・9月 6日 第６回
・9月 27日 第７回
・10月25日 第８回
・11月15日 第９回 報告書（案）について議論
・11月16日 報告書とりまとめ、公表

構成員

石川 広己 公益社団法人日本医師会常任理事

◎ 遠藤 久夫 国立社会保障・人口問題研究所所長

海老名 英治 栃木県保健福祉部保健医療監

田中 弘訓 高知市健康福祉部副部長

樋口 範雄 武蔵野大学法学部特任教授

松田 晋哉 産業医科大学医学部公衆衛生学教授

松山 裕 東京大学大学院医学系研究科
公共健康医学専攻生物統計学教授

武藤 香織 東京大学医科学研究所ヒトゲノム解析センター
公共政策研究分野教授

棟重 卓三 健康保険組合連合会理事

〇 山本 隆一 一般財団法人医療情報システム開発
センター理事長

医療保険及び介護保険における請求事務等に係るデータを、二次利用の目的で悉皆的に収集するという類似性
を有するNDB及び介護DBの連結について先行して検討。
第２・３回会議では、医療・介護データを用いた研究を行う有識者や日本製薬工業協会等のヒアリングも実施。

保健医療分野の他の公的データベースとの関係の整理等について検討。

医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議
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「医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議報告書」ポイント①

１．議論の経緯等
○ 『経済財政運営と改革の基本方針2017』等を踏まえ、ＮＤＢと介護ＤＢの連結解析に係る基盤の構築に関し、

セキュリティや効率的な実施体制の確保、保健医療分野の他の公的データベース関係整理等について、
両データベースの匿名性の維持や、構築に関わる関係主体の理解を前提に検討。

○ ＮＤＢ、介護ＤＢは保健医療や介護の悉皆的データベースであり、連結解析や幅広い主体による利用促進により、
地域包括ケアシステムの構築や学術研究、研究開発の発展等に寄与し、国民生活の向上につながることを期待。

○ 厚生労働省においては、本報告書を踏まえ、医療保険部会及び介護保険部会等において検討を行った上で、
解析基盤の構築に向け、法的措置も含めた必要な措置を講じることが適当。

２．法律的な課題と対応
○ 現在、ＮＤＢと介護ＤＢの収集・利用目的は、法令の規定とガイドラインを組み合わせて設定されているが、公益

目的での利用を確保する観点から、収集・利用目的は法令に明確に規定すべき。このため、両データベースの収集・
利用目的の整合性を確保しつつ、連結解析や第三者提供を可能とする旨の利用目的について、法令に明確に規定すべき。

○ 現在、ＮＤＢと介護ＤＢの情報の第三者提供については、ガイドラインにおいて利用者の範囲等を定め対応して
いるが、利用の公益性確保や個人の特定を防止しつつ、民間主体を含めた幅広い主体による公益目的での利用を図る
ため、その枠組みを制度化すべき。このため、ＮＤＢ及び介護ＤＢの情報の第三者提供に関して、利用目的・利用内容
の審査や情報の適切な管理に関する義務、国による報告徴収や命令等に関する法の規定を整備すべき。

３．運用面の課題と対応
（１）第三者提供の手続等

・第三者提供に係る個別審査を円滑に実施し、迅速に提供するための方策（適切な審査頻度の確保等）を検討すべき。
・相談・助言の仕組み等、利用者の個々のニーズに対応できる利用者支援を充実化すべき。
・安全かつ利便性の高い第三者提供を可能にするための環境整備（クラウドの活用等）を検討すべき。
・オープンデータやデータセットの充実、オンサイトリサーチセンターの機能向上など、利用ニーズの増加への対応策

を検討すべき。
・リスクに応じた適切なセキュリティ対策を講じつつ、利用者に対して利用方法に応じたセキュリティ対策を求める

ことを原則とすべき。 2



「医療・介護データ等の解析基盤に関する有識者会議報告書」ポイント②

３．運用面の課題と対応
（２）データベースの整備のあり方

・2020年度に向け、カナ氏名等をハッシュ化して生成した識別子によりＮＤＢ、介護ＤＢの匿名での連結解析ができる
よう必要な対応を進めるべき。また、2021年度以降、連結精度の検証と個人単位被保険者番号をハッシュ化して作成
した識別子の整備・活用について検討すべき。
（※）被保険者番号の個人単位化については、2020年度の運用開始をめざし、保険者・医療関係者の意見を聴きながら具体的な仕組みを検討中。

４．実施体制・費用負担のあり方
○ 第三者提供の可否判断等、データベースの在り方に関わる性質の事務は、データベースを保有する国が自ら実施。

効果的・効率的な運営を図るため、第三者提供に係る手続、利用者支援やオンサイトリサーチセンターの運営補助等
の関連事務について、レセプトの取扱いや高度専門的な解析に関する知識を有する他の主体との役割分担を検討すべき。

○ 原則として、第三者提供に要する作業等に応じた費用負担を利用者から求めることを可能とすべき。ただし、個々の
利用目的の公益性や利用者の受益の程度等を勘案した費用負担軽減の仕組みも検討すべき。

５．保健医療分野の他の公的データベースとの関係整理
○ ＮＤＢ、介護ＤＢと他のデータベースの連結解析に関しては、下記の観点から検討。

① 連結解析の具体的ニーズがデータベースの関係者間で共有されているか
② 収集・利用目的が法令等で明確に定められ、連結解析を位置づけることが可能であるか
③ 第三者提供の枠組みが法令等で定められ、連結解析に係る第三者提供を位置づけることが可能であるか
④ ＮＤＢ、介護ＤＢとの匿名での連結解析が技術的に可能であるか

○ 以下の各データベースについては、連結解析に対するニーズや期待される有用性が認められることを踏まえ、以下の
ような各データベースの課題を解決した上で連結解析に向けた検討を進めるべき。

ＤＰＣ ：連結可能とする手法や調査項目の追加等の対応や必要な法整備の検討。
がん登録ＤＢ ：がん登録ＤＢの第三者提供の状況を踏まえ連携の在り方検討。

その上で、連結解析や第三者提供の要件等をがん登録推進法との整合性にも留意して検討。
難病・小慢ＤＢ：難病ＤＢと小慢ＤＢの連結の方法等の整理と、それを踏まえた連結解析の検討。
ＭＩＤ－ＮＥＴ：必要な技術的対応を精査し、システム改修や運用スキームを関係機関とともに検討。

○ その他の公的データベースとの連結解析についても、必要に応じデータベース毎に上記①から④までについて、関係者
の理解を得ながら検討を進めていくことが適当。 3



参考資料
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ＮＤＢの概要
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全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資する
ため［高齢者の医療の確保に関する法律 第16条］

利用目的

厚生労働大臣 （注）外部事業者に維持管理を委託

保有主体

・レセプトデータ 約148億1,000万件［平成21年4月～平成29年12月診療分］
・特定健診・保健指導データ 約2億2,600万件［平成20年度～平成28年度実施分］

注１） レセプトデータは、電子化されたデータのみを収載
注２） 特定健診等データは、全データを収載
注３） 個人を特定できる情報については、「ハッシュ関数」を用い、匿名化

収載データ（平成30年3月末現在）

日本全国のレセプトデータ、特定健診等データを収集しデータベース化

現在、約９年分を格納

レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）の概要
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特定健診等
情報サーバ
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者
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サーバ
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口

※電子データにより
請求されるものを収集

匿名化処理

（参考）ＮＤＢの収集経路と匿名化処理

特
定
健
診
等
情
報

代行機関
（支払基金、

都道府県連合会等）
保
険
者

社会保険
診療報酬
支払基金

出
口

入
口

匿名化処理

厚生労働省

国の保有する
データベース

① 収集経路

② 匿名化処理について

保険者番号
記号、番号
生年月日

氏名 など

354hja9sa0s809

新規レセプトデータ 新規レセプトデータ 過去のレセプトデータ

①個人情報をもとにハッシュ値を生成
②個人情報を削除。ハッシュ値のみ残し、

運用管理業者が独自キーを発生。

④ハッシュ値を基に突合

新規レセプトデータ

③1次ハッシュ値と独自キーに基づき
２次ハッシュ値を作成。

個人情報

354hja9sa0s809

×××

Fjdaosiujt434et

Fjdaosiujt434et

Fjdaosiujt434et

・「ハッシュ関数」を用い、個人特定につながる情報を削除（＝匿名化）。下図のように、同一人物の情報を識別・突合し、保管。

特定健診データ

① 与えられたデータから固定長の疑似乱数（ハッシュ値）を生成。② 異なるデータから同じハッシュ値を生成することは極めて困難。
③ 生成された値（ハッシュ値）からは、元データを再現することは出来ない。対応表も作成しない。
※ 個人情報（氏名、生年月日等）を基にしてハッシュ値を生成し、それをＩＤとして用いることで個人情報を削除した

レセプト情報等 について、同一人物の情報として特定することが可能。

特

徴
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ハッシュ関数についての留意点
ハッシュ関数自体、及びそのインプットとなる個人情報の管理状況から、同一人物の情報の紐付

けを完全には行うことが困難なため、分析目的に応じた考慮（不良データの許容度、修正方針等）
が必要。

①個人情報（保険者番号、記号番号、生年月日、性
別、氏名）をもとにハッシュ値を生成するため、こ
れらの情報に変化があった場合、突合が困難

渡辺太郎
1970/1/1

男性

渡邊太郎
1970/1/1

男性同じ人物でも名前の誤記、結婚等で
名前が異なる場合等、ハッシュ値も

異なるため突合が困難

fjdaosiujt434et 897435gadsgja

■レセプト ： 漢字氏名
■健診・保健指導 ： カナ氏名

山田太郎
1966/4/4

男性

鈴木花子
1975/6/1

女性
現在利用している

ハッシュ関数（SHA-256）
の場合、1/2128の確率で

異なるインプット情報から同一の値が
生成される可能性有り

ｌｆｄａｓ８９ｊｈｄａａｆｌｆｄａｓ８９ｊｈｄａａｆ

インプットが
異なるため
ハッシュ値も

異なる

②レセプト情報と健診・保健指導データでは氏名の
記載ルールが異なる

③ハッシュ関数の技術的特性として、極めて小さい
確率ではあるが、異なる入力情報から同一のハッ
シュ値が生成される可能性がある。
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留意点への対応
前ページの留意点に対応するため、現在、情報に変化のある「保険者番号、記号・番号」及び「氏

名」について、それぞれ別のハッシュ関数を生成させ、データの突合の精度を向上させている。

保険者番号
記号
番号

生年月日
性別

氏名
生年月日

性別

fjdaosiujt434et

897435gadsgja

① 保険者番号・記号番号・生年月日・性別
からハッシュ値①を生成させる。

② 氏名・生年月日・性別からハッシュ
値②を生成させる。

ハッシュ値を２つ生成させる
対応可能なケース

ケース①（記号・番号変更）

転職などで保険者番号、記号・番号が変更になった場合

ハッシュ値②により紐付けが可能

※ ただし、年月日・性別・氏名について同一の人物がいた場合、
紐付けが不可能となる。

ケース②（氏名変更）

氏名の記載ミス、結婚などで氏名が変更になった場合

ハッシュ値①により紐付けが可能

※ ただし、生年月日、性別について同じ人物が同一記号・番号内に２
名以上、存在した場合、紐付けが不可能となる。（双子など）

ケース③（レセプトと健診・保健指導データの紐付け）

氏名の記載ルールが異なるレセプトと健診・保健指導データを紐付け
る場合

ハッシュ値①により紐付けが可能

※ ただし、生年月日、性別について同じ人物が同一記号・番号内に２
名以上、存在した場合、紐付けが不可能となる。（双子など）

対応不可能なケース
記号・番号と氏名ともに変更があった場合

・結婚などで保険者が変更、氏名が変更になった場合
・転職などで保険者が変更、氏名の記載ミスがあった場合

9



高齢者医療確保法に基づく利用 左記の本来目的以外の利用

医療費適正化計画の作成等
のための調査及び分析等

医療サービスの質の向上等

を目指した正確な根拠に基づく
施策の推進

○医療サービスの質の向上等を目
指した正確な根拠に基づく施策の
推進に有益な分析・研究

○学術研究の発展に資する目的で
行う分析・研究

（例）地域における医療機関へ
の受療動向等の把握等

厚生労働省保険局
医療介護連携政策課

医療費適正化対策推進室

厚生労働省内の他部局、
他課室・関係省庁・自治体都道府県

研究開発独法、大学、保険者中央団体、
公益法人、国から研究費用を補助されて

いる者（民間企業含む） 等

有識者会議における審査
※データ利用の目的や必要性等について審査
※データ利用の目的として「公益性の確保」が必要

データ提供の可否の決定
データ提供の
可否について
助言

結果の公表

国が公表する結果
のほか、都道府県が、
国に対し、医療費適正
化計画の評価等に必
要な情報の提供を要
請

都道府県による
分析等

レセプト情報等データベースの利用概念図
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11

「レセプト情報・特定健診等情報の提供に関するガイドライン」 主な記載事項
ＮＤＢで保有する情報について提供の求めを受けた場合には、下記を内容とする「レセプト情報・特定健診等情報の
提供に関するガイドライン」に則って、有識者会議における審査や第三者提供を実施。
＜利用者の範囲＞

厚生労働省内の他部局、他課室・関係省庁・自治体、研究開発独法、大学、保険者中央団体、公益法人、国から
研究費用を補助されている者 等

＜有識者会議における審査＞
「レセプト情報等の提供に関する有識者会議」において、個別の申出内容を下記の審査基準に照らして審査の後、

厚生労働大臣が提供可否を決定。
【審査基準】

①利用目的
レセプト情報等の利用目的は、医療サービスの質の向上等を目指した施策の推進や、学術の発展に資する

研究に資するものであるか
②利用の必要性

利用するレセプト情報の範囲が利用目的に照らして必要最小限であるか、レセプト情報の性格に鑑みて情報の
利用が合理的か

③研究内容の実行可能性
研究計画の内容は、申出者の過去の研究実績や人的体制に照らして実行可能であるか

④セキュリティ
適切な措置（レセプト情報等を複写した情報システムを外部ネットワークに接続しない、
個人情報保護に関する方針の策定・公表、外部委託契約における安全管理条項の有無等）を講じているか

⑤結果公表等
学術論文等の形で研究成果が公表される予定か、施策の推進に適切に反映されるか 等

＜利用期間＞ ＜利用制限＞
原則、２年が上限。 あらかじめ審査を受けた目的の範囲内限り利用可能。

＜利用後の措置＞
集計等のために管理する情報と中間生成物を削除。提供を受けた電子媒体を厚生労働省に返却。

＜研究成果の公表＞
研究成果の公表を行う。
※個人特定がされないよう、最小集計単位の原則等に則り公表。また、公表前に厚生労働省に報告し、

確認を受ける必要。
＜違反への対応＞

利用の取消、成果物の公表の禁止、違反者の氏名・所属研究機関名の公表 等



①国の行政機関

②都道府県 ・ 市区町村
③研究開発独立行政法人等
④大学（大学院含む）
⑤医療保険者の中央団体
⑥医療サービスの質の向上等をその設立目的の趣旨に含む国所管の公益法人
⑦提供されるデータを用いた研究の実施に要する費用の全部又は一部を国の行政機関から補助されている者

（考え方）
① 試行期間においては、手数料の法的根拠や情報漏洩等に対する法的罰則がないことや、
② 専任の職員が少なく審査における事務局の体制も十分でない中、限られた人員で出来る限り効率的に公益性の高い研究に情報提供を行う

必要があること

から、提供依頼申出を行える者を一定の範囲に限定した。公的補助金（厚生科研費等）を受けている場合を除き、基本的に営利企業は対象外と
した。試行期間を終えた平成25年度以降も申出者は上述の範囲に限定しているが、データの利活用に関する有識者会議の議論に応じ、この範囲
は今後変更されることがありうる。

提供依頼申出者の範囲

※①から⑥に所属する常勤の役職員が対象。

レセプト情報等の提供依頼の申出を行える者の範囲など

Ø レセプト情報等の提供は、私人からの「申出」に基づき、利用者と厚生労働省との私法上の契約としてデータ提供を行うもの
として整理されている。この契約は処分性のないものであり、行政不服審査法は適用されない。

Ø 不適切利用に対する対応も、契約上の取り決めとして利用規約に規定することとしており、利用者は厚生労働省が定める利用条件（利用規約）
に同意するとの誓約書を提出した上で、レセプト情報等の利用を行うこととなる。

Ø 具体的には、データの紛失、内容の漏洩、承諾された目的以外の利用等の事例は不適切利用としてみなし、有識者会議の議論を経て、事例に
応じてデータ提供の禁止や利用者の氏名及び所属機関の公表等の措置をとることとしている。

データ提供の流れ・罰則について

12



ＮＤＢの利用状況

13
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提供までの日数

第三者提供の提供件数及び承諾から提供までの日数の推移

平成29年度のサーバ増設後、NDBデータの提供件数は年間約30件から約60件に倍増しており、提
供までの日数は約80日に短縮している。

提供件数(157件）
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提供依頼申出者の区分（提供案件のみ）

提供件数 計157件 （平成30年3月末現在）

国の行政機関（厚生

労働省）, 43

国の行政機関, 4

都道府県, 7

市区町村, 5

研究開発独立行政法

人等, 10

大学, 77

国所管の公益法人, 8
その他, 3
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行政利用の事例①（地域医療構想）
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行政利用の事例②（健康スコアリングレポート）

・2017年4月の未来投資会議にて、コラボヘルス推進のために健康スコアリングの実施を日商・三村会頭が提言
・未来投資戦略2017において、厚労省と日本健康会議が連携して平成30年度から健康スコアリングの取組を開始するとの記載。
・これを受け、2017年12月に日本健康会議の下に有識者による「健康スコアリングの詳細設計に関するワーキンググループ」を設置し、
スコアリングレポートの項目や活用方法等に関して議論。次回ＷＧにてとりまとめ（予定）。

経緯

n スコアリングレポートの概要
・スコアリングレポートでは、各健保組合の加入者の健康状態や医療費、予防・健康づくりへの取組状況等について、全健保組合平均や
業態平均と比較したデータを見える化。

・2018年度の健康スコアリングは、厚労省・経産省・日本健康会議の三者が連携し、NDBデータから保険者単位のレポートを作成の上、
全健保組合及び国家公務員共済組合に対して通知。

・2020年度には、企業単位のレポート作成を目指す。

n スコアリングレポートの活用方法
・経営者に対し、保険者が自らのデータヘルス分析と併せて、スコアリングレポートの説明を行い、従業員等の健康状況について現状認識
を持ってもらうことを想定。

・その上で、企業と保険者が問題意識を共有し、経営者のトップダウンによるコラボヘルス※の取組の活性化を図る。
・レポートと併せて、企業・保険者の担当者向けに、経営者への説明のポイント等、レポートの見方や活用方法等を示した実践的な「ガイ
ドライン」を送付。

ポイント

＜今後の段取り＞

・５月下旬：ＷＧ報告書等の公表（予定）
・8月頃：保険者を通じて健康スコアリングレポートを通知
・8月27日(予定)：「日本健康会議2018」にて、ＷＧの取組報告（詳
細は今後検討）

2018年度 2019年度 2020年度

・NDBデータを活用して各健保組
合ごとのスコアリングレポートを作
成・送付

・企業単位レポート作成のシステム
仕様検討・作成

企業単位の
レポート作成

＜本格稼働に向けたスケジュール＞

※コラボヘルス：企業と保険者が連携し、一体となって予防・健康づくりに取り組むこと

17



保険者のデータヘルス支援事業

Ø NDB等の特定健診・レセプトデータを活用し、各健保組合ごとの加
入者の健康状態や医療費、健康への投資状況等について、全国
平均と比較したスコアリングレポートを作成・送付。

【平成30年度】スコアリングレポート通知

肥満

血圧

肝機能血糖

脂質

健康状況／9０点
[全国平均：100点]

特定健診データ
医療費データ 等

全健保組合平均
データ等

NDB 等

日本健康会議 厚生労働省連携

A社

A社従業員

経営者

！

健診等を受け
やすい環境づくり

民間事業者を活用
することも含め

健診・保健指導
受診勧奨等

A社
健保組合連携

（コラボヘルス）

スコアリング
レポートの送付

スコアリングレポートの作成・通知イメージ

【平成30年度】レセプトデータ等を活用したデータヘルスに関する事業

Ø スコアリングレポートの作成機能について、保険者において導入するための
仕様について検討する。その際、保険者が使用してきた分析システムの内
容について、改善できる項目も含めて検討する。

健保組合が行う保健事業に対する事業主の理解を深め、コラボヘルス強化のきっかけづくりを支援する。
①NDB等の特定健診・レセプトデータを活用し、各健保組合ごとの加入者の健康状態や医療費、健康への投資状況

等について、全国平均と比較したスコアリングレポートを作成・送付。
②スコアリングレポートの作成機能について、保険者において導入するための仕様について検討する。その際、保険者が

使用してきた分析システムの内容について、改善できる項目も含めて検討する。

（概算要求1,000万円）

（概算要求5,000万円）

・・・・

Ａ保険者 Ｂ保険者

医療レセプト 特定健診等

システム システム

・スコアリングレポー
ト作成機能の導入

！
事業主

スコアリングレポートを事業主と
共有し、連携（コラボヘルス）し
てデータヘルスを実施。

スコアリングレポート（案）
2020年度：運用開始

2019年度：システム導入

18

（参考）平成29年10月27日 未来投資会議
構造改革徹底推進会合「健康・医療・介護」会合資料 ［参考］
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研究の背景・目的

（結果のまとめ）

申出者 鴨打 正浩 所属機関 九州大学 データ種別 特別抽出

研究名称 急性期脳卒中診療におけるt-PA療法の普及および地域格差に関する研究

研究の方法

結果の概要

• 脳卒中病名を有するレセプトデータ（2010年度～2015年度：特別抽出）の中から、t-PA治療が行われた患者を抽出した。
• 性・年齢調整人口10万人当たりのt-PA投与患者率を年度別、都道府県別に算出し、経時的・地域的差異について解析した。
• 経時的変化は、固定効果モデルによるパネルデータ分析を行い検討した。地域的差異については、都道府県別のt-PA投与率を比

較し、ジニ係数を用いて都道府県間の格差を検討した。

• 2009年にt-PA治療が出現し、脳梗塞患者の機能・生命予後は大きく改善されるようになった。しかしながら、t-PAの経静脈的投与
は脳梗塞発症後4.5時間以内に行なう必要があり、依然としてt-PA治療を受けられない脳梗塞患者の数は多い。

• 我が国において、健康寿命を延伸し、健康格差を縮小するためにも、t-PA治療の均霑化が求められている。
• 本研究の目的は、我が国におけるt-PA投与の実態について、経時的推移、地域的差異の面から明らかにすることである。

• NDBを活用することで、我が国におけるt-PA投与の実
態が可視化された。

• t-PA投与数（性・年齢調整人口10万人当たり）は、
2010年度（6.54）から2015年度（10.21）にか
けて増加していた。2012年の適応拡大（発症3時間
以内から4.5時間以内へ）により一層の増加が見られ
た。

• 都道府県別のt-PA投与率も年々上昇していたが、都
道府県間で投与率には大きな格差がみられた。

• t-PA治療を均霑化するためには、t-PA投与を阻害す
る要因を同定し、修正可能な因子については改善して
いくことが重要と考えられる。

• t-PA投与率は年々増加しているが、2012年度（対2010年度係数：
1.02）から2013年度（2.51）にかけて急激に上昇した。
• t-PA投与率は、各
都道府県で増加し
ているが、都道府県
間で大きな差異を認
めた。
• 年度別ジニ係数に
は明らかな改善が見
られなかった。

（代表的な図表等）

（抽出条件・解析法等）

研究利用の事例①
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研究の背景・目的

（代表的な図表等） （結果のまとめ）

申出者 田辺 正樹 所属機関 三重大学医学部附属病院 データ種別 集計票情報

研究名称 ナショナルデータベースを用いた抗菌薬使用動向調査に関する研究

研究の方法

結果の概要

・抗菌薬使用動向を把握する上で、卸売データと
NDBは相関を認めた。
・NDBを用いて、年次推移および年齢各級別・都
道府県別の評価が可能であった。
・NDBは、レセプトを用いた情報であり全ての抗菌
薬の使用状況を把握できるものではないが、98%
程度のレセプトをカバーしているとされており、AMR
対策アクションプランにおける抗菌薬使用動向の評
価を行う際の一つのツールになると考えられた。

・2011年～2013年の3年間の医科入院・医科入院外・DPC・調剤レセプトを対象とした。
・経口薬・注射薬別に、WHOが定義する一日抗菌薬維持投与量（DDD）を、人口1000人あたりで補正したDID（DDD/1000 
inhabitants/day）を指標として、年次推移および年齢各級別・都道府県別の比較を行なった。

（抽出条件・解析法等）

・国内外において薬剤耐性菌対策が求められており、微生物学的検査による耐性菌検出状況とともに抗菌薬使用動向の把握が重要
となっている。微生物学的検査に関しては、厚生労働省院内感染対策サーベイランス（JANIS）にて日本全体の状況が把握可能であ
るが、抗菌薬使用動向に関しての全国データは不足しているのが現状である。
・本研究の目的は、NDBを用いて、日本の医療機関における抗菌薬使用動向を調査することである。

・卸売データとNDBは正の相関を認め
たが、注射薬については、卸データが
NDBよりも多い結果であった。
・経口薬については、若年層と高齢者
層の使用量が他の年齢層よりも多かっ
た。注射薬については、高齢者層が多
い右肩上がりの結果であった（右図）
・2011年から2013年にかけて、15歳
未満は減少傾向を認めたが、他の年
齢層では増加傾向であった。また、47
都道府県とも増加傾向を認めた。

研究利用の事例②
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研究の背景・目的

（代表的な図表等） （結果のまとめ）

申出者 成川 衛 所属機関 北里大学 データ種別 サンプリングデータ

研究名称 高齢者における医薬品の使用状況調査

研究の方法

結果の概要

l 高齢者も臨床試験に一定程度組み入れら
れてはいるが、実際の患者集団（患者調
査）及び実際の処方患者（NDB）と比べ
ると、若年層の高齢者に偏っている。

l 実際の患者集団（患者調査）と処方患
者（NDB）の年齢分布は、必ずしも一致
しない。乖離の状況は疾患や医薬品によっ
て異なる。

l 高齢者に多い疾患を選定し、当該疾患に適応を有する医薬品（新薬）の処方状況をサンプリングデータに基づき患者年齢別に
集計する。

l 患者調査（厚生労働省）に基づき対象疾患の実際の患者集団の年齢分布を、対象医薬品の承認審査資料に基づき臨床
試験への高齢患者の組み入れ状況を、各々調査する。

l 上記の結果を医薬品ごと、薬効群ごとに比較検討する。

（抽出条件・解析法等）

l 高齢者は、老化に伴う生理機能の低下、複数の疾患の併発などの背景を有し、医薬品の処方にあたって細心の注意が必要となる。
l レセプト情報を用いて、後期高齢者を含む高齢患者に対する医薬品の使用状況等を把握し、高齢者に対する医薬品の安全な使

用を検討する際の一助とする。

研究利用の事例③
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研究の背景・目的

（代表的な図表等） （結果のまとめ）

申出者 頭金 正博 所属機関 名古屋市立大学 データ種別 サンプリングデータセット

研究名称 ナショナルレセプトデータを用いた心疾患患者における腎障害併発時の降圧薬の使用実態調査

研究の方法

結果の概要

・心血管疾患患者が腎障害を併発している場
合においては、腎障害を併発していない場合より、
多剤併用療法で厳密な血圧コントロールを実施
している傾向にあった。一方、心不全患者につい
ては、ガイドラインに示されている処方と実診療の
処方が一部異なっていた。
・ナショナルレセプトデータベース(NDB)は、市販
後の医療実態を調査する薬剤疫学研究に有
用であることが示された。NDBを活用し、治療ガ
イドラインの遵守状況を調査することにより、実診
療との乖離を検討するきっかけが得られた。

（抽出条件・解析法等）

心疾患と腎疾患を同時に併発している患者において、心腎同時保護の観点から薬剤を選択し降圧目標を達成するために、レニンアンギ
オテンシン系阻害薬を中心とした多剤併用療法が必要となることが多い。臨床試験結果に基づき薬物治療の方針が定められている高血
圧治療ガイドラインに提案されている併用処方の組み合わせと、臨床試験時よりさらに多臓器障害をもつ患者の実投与実態と比較する
ことで、ガイドラインの遵守状況を調べるとともに、降圧薬の適正処方について検討した。

Inpatients with heart failure

Rank Drug class No. (%)
With KD Without KD

1 Loop monotherapy 713 (20.2) 1455 (23.2)
2 CCB monotherapy 358 (10.2) 739 (11.8)
3 ARB/CCB 285 (8.1) 466 (7.4)

35 ARB/Loop/BB 10 (0.3) 15 (0.2)
49 ACEI/Loop/BB <10 (0.1) <10 (0.1)
58 ARB/thiazide/BB <10 (0.1) <10 (0.0)

- ARB/BB/other 
diuretics <10 (0.0) <10 (0.0)

- Overall 3527 (100.0) 6269 (100.0)

・平成23年10月のサンプリングデータセットを用いて、降圧薬服用入院患者26,186人と外来患者155,839人を対象とした。
・心疾患患者のコードと腎障害のコードの有無を抽出し、降圧薬の処方併用パターンについて検討した。
・統計解析ソフトＳＡＳを用いて、集計するとともに処方パターンをオッズ比により比較検討を行った。

心不全患者が、
利尿薬を含む
多剤併用療法
を他の併用療
法より積極的
に選択している
傾向はみられ
なかった。

研究利用の事例④



ＮＤＢシステムの改修

〔概要〕
○レセプト情報等の利活用推進と安定稼働、有事の際のバックアップを目的として、平成28年度に関
西地区にサーバを増設、平成２９年４月から運用開始。
○関東地区（本来目的、オンサイトリサーチセンター等）と関西地区（第三者提供）で役割分担。

ＮＤＢ（関東地区）

役割分担

平成29年4月～稼働

・レセプトデータ（月次）
・特定健診等データ（年次）

格
納

データ同期
（月次）

ＮＤＢ（関西地区）

○本来目的
○オンサイトリサーチセンター 等

○第三者提供
※処理の多重化により高速化

23
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提供申出のサポートの充実

第三者提供窓口の設立 マニュアルの作成

○申出までの手続を円滑に進めるため、レセプト情報等第三者提供窓口を設け、申出者サポートす
る体制を整備
○NDBデータ利用に関するマニュアルを作成
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